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審決 

 

不服２０１９－７９３７ 

 

（省略） 

請求人 合田 光▲廣▼ 

 

 

 特願２０１７－１２２８３０「グリップ補助具操作方法」拒絶査定不服審判

事件〔平成３０年１１月２９日出願公開、特開２０１８－１８７３３４〕につ

いて、次のとおり審決する。 

 

結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

理由 

第１ 手続の経緯 

 本願は、平成２９年６月２３日（パリ条約による優先権主張２０１７年５月

３日、米国）の出願であって、同年７月１日に手続補正書が提出され、平成３

０年３月２３日付けで拒絶の理由が通知され、同年４月１３日に意見書及び手

続補正書が提出され、同年９月２７日付けで拒絶の理由（最後）が通知され、

同年１０月１２日に意見書及び手続補正書が提出され、同年１１月１０日に手

続補正書が提出され、平成３１年４月２５日付けで平成３０年１０月１２日に

提出された手続補正書が却下されるとともに拒絶査定がなされたのに対し、令

和１年６月１４日に拒絶査定不服審判の請求がされ、令和１年６月１５日、令

和２年３月１４日及び同年同月２７日に手続補正書が提出されたものである。 

 

第２ 本願発明 

 本願の請求項１乃至３に係る発明は、平成３０年４月１３日に提出された手

続補正書により補正された特許請求の範囲の請求項１乃至３に記載された事項

により特定されるものであり、そのうち請求項１に係る発明は、次のとおりの

ものである。 

 

「グリップを用いる用具の、前記グリップに取り付けるバンドの一方の先頭部

分と、前記バンドの他方部分を前記グリップに周回させ、前記バンドの一方の

先頭部分に見合う位置から、前記バンドの他方部分とを接合して、前記グリッ

プに固着するバンド部、及び、 

 前記バンドの一方の先頭部分から接合の、前記バンドの他方部分の内に、１

以上の部分を山形に成型のマウンド部を備え、 

 前記マウンド部に接触の手指部分で、打球時に、前記グリップ手前下方向、

若しくは、横方向に、前記マウンド部を押すと、押された方向に前記グリップ

が動き、打球動作を加速する事を特徴とするグリップ補助具操作方法。」（以
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下「本願発明」という。） 

 

第３ 原査定の拒絶の理由 

 拒絶査定の理由である、平成３０年９月２７日付け拒絶理由通知の理由は、

次のとおりのものである。 

理由１ （新規事項） 

 平成３０年４月１３日付け手続補正書でした補正は、下記の点で願書に最初

に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内において

したものでないから、特許法第１７条の２第３項に規定する要件を満たしてい

ない。 

 

記 

 「打球動作を加速する事」との補正は新たな技術的事項を追加するものであ

るから、当初明細書等の範囲内においてしたものではない。 

 

理由２ （新規性） 

 この出願の下記の請求項に係る発明は、その出願前に日本国内又は外国にお

いて、頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回線を通じて公

衆に利用可能となった発明であるから、特許法第２９条第１項第３号に該当し、

特許を受けることができない。 

記 

・請求項 １〜３ 

・引用文献等 登録実用新案第３２０４８８６号公報 

 

理由３ （進歩性） 

 この出願の下記の請求項に係る発明は、その出願前に日本国内又は外国にお

いて、頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回線を通じて公

衆に利用可能となった発明に基いて、その出願前にその発明の属する技術の分

野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることができたものである

から、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることができない。 

記 

・請求項 １〜３ 

・引用文献等 登録実用新案第３２０４８８６号公報 

 

理由４ （産業上の利用可能性） 

 この出願の下記の請求項に係る発明は、下記の点で特許法第２９条第１項柱

書に規定する要件を満たしていないから、特許を受けることができない。 

記 

・請求項 １〜３ 

 本願発明の「マウンド部に接触の手指部分で、打球時に、グリップの手前下

方向、もしくは、横方向に、マウンド部を押すと、押された方向にグリップが

動き、ラケットの動きを加速する」という点については、「打球時に…を押す」
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というプレーヤーの操作方法自体に特徴があるものと捉えることもできる。 

 しかし、仮にプレーヤーの操作方法に依存するとした場合、誰もが実施でき

る内容ではなく、人間の技量に基づくものであるから、特許法上の「発明」に

は該当しない。 

 

第４ 当審の判断 

１ 理由２（新規性）について 

（１）引用例 

 本願の優先日前の平成２８年６月２３日に公開され、原査定の拒絶の理由に

引用された登録実用新案第３２０４８８６号公報（以下「引用例」という。）

には、次の事項が記載されている。 

 

ア 「【実用新案登録請求の範囲】 

【請求項１】 

グリップを用いる用具の、前記グリップに付けるバンドの一方の先頭部分と、

前記バンドの他方部分を前記グリップに周回させて、前記一方の先頭部分に見

合う位置の、前記バンドの他方部分とを接合し、前記バンドの他方部分の、前

記接合後の残り部分内で、１以上の部分を、クッションを入れて山形に成型し、

その両側部分を、前記バンドの一方の先頭部分から続く部分と接合して、前記

バンドの他方部分の山形部分が押されると、前記バンドに引かれ、グリップが

動く事を特徴とするグリップの補助具。」 

イ 「【技術分野】 

【０００１】 

本考案は、グリップを用いるスポーツや、その他で、グリップを把持して行う

用具、器具、等の操作を、楽に、確実に、行うためのグリップの補助具に関す

る。」 

ウ 「【考案が解決しようとする課題】 

【０００４】 

本考案は、上記課題への対応として、それに限定されるものではないが、初心

者も、握力がそれほど強くない、子供、女性、高齢者、ハンデのある方々の場

合も、手軽に楽しむ事が出来る用具のグリップの補助具を提供して、手首・肘

の前腕、肩、等の負荷を軽減し、うっかりミスや握力低下によるラケット脱落

等の防止にも役立つ事を目的とする。」 

エ 「【課題を解決するための手段】 

【０００５】 

グリップを用いる用具の、グリップに付けるバンドの一方の先頭部分と、バン

ドの他方部分をグリップに周回させて、バンドの一方の先頭部分に見合う位置

の、バンドの他方部分とを接合し、接合後の、バンドの他方部分の、残り部分

内で、１以上の部分を、クッションを入れて山形に成型し、山形の両側部分を、

バンドの一方の先頭部分から続く部分と接合して、山形部分が押されると、バ

ンドに引かれ、グリップが動く形で、グリップ操作を補助する。」 

オ 「【考案の効果】 



 4 / 8 

 

【０００６】 

本考案によれば、クッションを入れて山形に成型した部分を、双方向から押す

事も出来るので、左利き・右利きを問わず、又、必要に応じて、同じ補助具上

に、複数の山形部分を設定したり、或いは、複数の補助具を用いる事も可能で

あり、且つ、クッションを取り替え、グリップを動かす感触、強度、等も、調

整出来る。 

グリップを動かすために、常に、手指全体を使う必要が無いし、他の手指の状

態にかかわらず、特定の指や部位の押しで、グリップを動かす(回す)事が出来

る。」 

カ 「 

 
」 

キ 上記ア及び図１には，グリップの補助具が，グリップを用いる用具の、前

記グリップに付けるバンドの一方の先頭部分と、前記バンドの他方部分を前記

グリップに周回させて、前記バンドの一方の先頭部分に見合う位置の、前記バ

ンドの他方部分とを接合してなるバンド部分、及び、前記接合していない残り

部分内で、１以上の部分を、クッションを入れて山形に成型してなる山形部分

を備える構造であることが看て取れる。 

ク 上記エ〜カによれば、特定の指や部位で、グリップ横方向に、バンドの前

記山形部分を押すことにより、押された方向に前記グリップを動かすグリップ

の補助具の操作方法が記載されているものと認められる。 

 

 そうすると、上記ア〜カの記載事項，キ及びクの認定事項を総合すると引用

例には、次の発明（以下「引用発明」という。）が記載されているものと認め

られる。 

「グリップを用いる用具の、前記グリップに付けるバンドの一方の先頭部分と、

前記バンドの他方部分を前記グリップに周回させて、前記バンドの一方の先頭

部分に見合う位置の、前記バンドの他方部分とを接合してなるバンド部分、及

び、前記接合していない残り部分内で、１以上の部分を、クッションを入れて

山形に成型してなる山形部分を備えるグリップの補助具の操作方法であって、

特定の指や部位で、グリップ横方向に、前記山形部分を押すことにより、押さ

れた方向にグリップを動かすグリップの補助具の操作方法。」 
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（２）対比 

 そこで、本願発明と引用発明とを対比すると、 

 後者の「グリップ」、「グリップを用いる用具」、「グリップに取り付ける

バンド」、「バンドの一方の先頭部分と、前記バンドの他方部分をグリップに

周回させ」ること、「バンドの一方の先頭部分に見合う位置の、前記バンドの

他方部分とを接合してなるバンド部分」、「前記接合していない残り部分内で、

１以上の部分を、クッションを入れて山形に成型してなる山形部分」、「特定

の指や部位で、グリップ横方向に、前記山形部分を押すことにより、押された

方向にグリップを動かす」こと，及び「グリップの補助具の操作方法」は、そ

れぞれ、前者の「グリップ」、「グリップを用いる用具」、「グリップに取り

付けるバンド」、「バンドの一方の先頭部分と、前記バンドの他方部分をグリ

ップに周回させ」ること、「バンドの一方の先頭部分に見合う位置から、前記

バンドの他方部分とを接合」する「バンド部」、「バンドの一方の先頭部分か

ら接合の、前記バンドの他方部分の内に、１以上の部分を山形に成型のマウン

ド部」、「マウンド部に接触の手指部分で、打球時に、グリップ横方向に、前

記マウンド部を押すと、押された方向に前記グリップが動く」こと，及び「グ

リップ補助具操作方法」に相当する。 

 後者の「バンド部分」は、グリップに固着されているのか否かが定かでない

ところ、少なくとも、前者の「バンド部」と後者の「バンド部分」とは、グリ

ップに取り付けられる点で共通する。 

 したがって、両者は、 

「グリップを用いる用具の、前記グリップに取り付けるバンドの一方の先頭部

分と、前記バンドの他方部分を前記グリップに周回させ、前記バンドの一方の

先頭部分に見合う位置から、前記バンドの他方部分とを接合して、グリップに

取り付けられるバンド部、及び、 

 前記バンドの一方の先頭部分から接合の、前記バンドの他方部分の内に、１

以上の部分を山形に成型のマウンド部を備え、 

 前記マウンド部に接触の手指部分で、打球時に、前記グリップ手前下方向、

若しくは、横方向に、前記マウンド部を押すと、押された方向に前記グリップ

が動く、グリップ補助具操作方法。」 

の点で一致し、以下の点で、一応、相違する。 

 

［相違点１］ 

 バンド部が、本願発明は、グリップに「固着する」ものであるのに対し、引

用発明は、グリップに取り付けられるものの、固着するとは特定されない点。 

 

［相違点２］ 

 本願発明は，「マウンド部を押す」と、「押された方向にグリップが動」き

「打球動作を加速する」ものであるのに対して、引用発明は、「山形部分が押

される」と「押された方向にグリップを動かす」ものであるものの，打球動作

を加速するか否かについては明らかでない点。 
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（３）判断 

 上記各相違点について、以下、検討する。 

ア ［相違点１］について 

 引用発明の「バンド」は「グリップに付け」られるものであって、バンドの

他方部分に形成された山形部分を特定の指や部位で、グリップ横方向に押すこ

とで押された方向にグリップを動かすという操作方法による作用効果に照らせ

ば，引用発明のバンドとグリップは，バンド部の山形部分を押したとしても，

それによりバンドがグリップより動かないように固着されている必要があるこ

とは技術的に明らかであるといえる。 

 そうすると、上記相違点１は、実質的な相違点ではない。 

 

イ ［相違点２］について 

 本願発明の「打球動作」とは、願書に添付された明細書の【０００２】を参

酌すれば、「肩、前腕、手指、等によって、ラケットグリップを振って、相手

側からの飛球に対処（返球）する」動作と認められる。 

 また、上記「（２）対比」及び「ア ［相違点１］」の検討より、本願発明

と引用発明とは、そのグリップ補助具操作方法で用いるグリップ補助具全体の

構造は、同一の構造であるといえ，その操作方法においても、グリップを動か

していない限りにおいては、バンドに備えられたマウンド部に対する「マウン

ド部に接触の手指部分で、打球時に、前記グリップ手前下方向、若しくは、横

方向に、前記マウンド部を押す」という操作も共通し、該操作による「押され

た方向にグリップが動く」という作用についても共通するものである。 

 ここで、本願発明の「打球動作を加速する事」について、その技術的な意味

が定かでなく、また、どのような作用機序により加速という現象が生じるのか

が必ずしも明らかでないところ、上記令和２年３月２７日付けの手続補正書に

より補正された審判請求書における請求人の主張によれば，本願発明の「打球

動作の加速」とは，「プレイヤーは、必要なタイミングで、グリップ補助具の

マウンド部を押す」ことにより、「打球動作が加速する」ものであって、打球

動作の過程でマウンド部を押せば、誰でも「打球動作を加速する事」が実施可

能であると説明されていることからして、本願発明の「打球動作を加速する事」

とは、プレイヤーが打球動作の過程の適宜のタイミングでマウンド部を押す事

だけで生じ得るものと認められる。 

 そうすると、引用発明において、打球動作を開始し、その打球動作の最中に、

特定の指や部位で、山形部分を押せば、結果として、打球動作が加速されるこ

とは明らかである。 

 してみると、上記相違点２に係る本願発明は、実質的な相違点とはいえない。 

 そうすると，本願発明と引用発明とを対比した場合の相違点は，実質的にな

いこととなる。 

 したがって，本願発明の発明特定事項は，すべて引用発明が備えているから，

本願発明と，引用発明とに差異はない。 

 

 したがって，本願発明は，特許法第２９条第１項第３号に該当し，特許を受
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けることができない。 

 

２ 理由４（産業上の利用可能性）について 

 本願発明の「打球動作を加速する事」について、上記令和２年３月２７日付

けの手続補正書により補正された審判請求書において、請求人は、「プレイヤ

ーは、必要なタイミングで、グリップ補助具のマウンド部を押すだけで、プレ

イヤーの操作方法には、何も依存しません」と主張する。 

 ここで、「必要なタイミングで、グリップ補助具のマウンド部を押す」とい

うのが、プレイヤーが打球動作の過程の適宜のタイミング、すなわち、プレイ

ヤーの誰もが自然に行うタイミングを意味するのであれば、上記「１」で検討

したとおり、本願発明と、引用発明とは差異がない。 

 他方、「必要なタイミング」が、個々のプレイヤーが練習等によりそのタイ

ミングを体得する必要があるものであって、「打球動作を加速する」か否かは、

プレイヤーの操作のタイミングに依存するものである場合について、以下検討

する。 

 

 本願発明の「マウンド部を押すと、押された方向にグリップが動き、打球動

作が加速される事」が、「プレイヤーの操作のタイミング」に依存するのであ

るから、そのタイミングを掴むための試行錯誤や、そのタイミングを習得する

ための練習が,当然、必要となることから、「打球動作を加速する」ための

「マウンド部を押す」動作は、知識として第三者に伝達できる客観性を有して

いるとは認められない。 

 そうすると、本願発明の「前記マウンド部に接触の手指部分で、打球時に、

前記グリップ手前下方向、若しくは、横方向に、前記マウンド部を押すと、押

された方向に前記グリップが動き、打球動作を加速する事」からなる「グリッ

プ補助具操作方法」は、技能といわざるを得ない。 

 してみると、本願発明は、特許法上の「産業上利用することができる発明」

に該当するとはいえず、特許法第２９条第１項柱書に規定する要件を満たして

いないから、特許を受けることができない。 

 

第５ むすび 

 以上のとおり、本願発明は、特許法第２９条第１項第３号の規定により特許

を受けることができないものであるか、特許法第２９条第１項柱書に規定する

発明に該当しないものであるから、特許を受けることができないものである。 

 したがって、他の請求項に係る発明について検討するまでもなく、本願は 

拒絶すべきものである。 

 

 よって、結論のとおり審決する。 

 

 

  令和２年８月１８日 
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審判長 特許庁審判官 尾崎 淳史 

特許庁審判官 藤本 義仁 

特許庁審判官 清水 康司 

 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附加

期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告とし

て、提起することができます。 

 

〔審決分類〕Ｐ１８ ．１１３－Ｚ （Ａ６３Ｂ） 

１４ 

 

審判長 特許庁審判官 尾崎 淳史 8907 

特許庁審判官 清水 康司 9011 

特許庁審判官 藤本 義仁 9012 


